











学を除く）などにおいて、留学の条件として日本語能力試験 N ４レベル（JLPT）または J・テスト F 級が要求される。
この条件は入国管理局においても来日留学生の在留資格（留学ビザ）審査の参考要項とされている。
　平成 20 年、日本に在留している外国人の数は約 222 万人にのぼり、過去最高を記録したが、平成 23 年では 4
万人減少し、208 万人になる。また、日本国内の日本語学習者は平成 23 年に約 2 万 8 千人で、平成 22 年度に比
べると約４万人減少している。大きな要因として東日本大震災の影響と考えられるが、日本語教育実施機関・施設
や日本語教師数に比べて日本語学習者の減少幅が突出している。１）
　留学生の在学段階別で人数をみると、大学院 39,749 人、大学（学部）・短大・高専 7,244 人、専修学校（専門課
程） 25,463 人、準備教育課程 ,69 人である。つまり現在日本の留学生は大学院と大学に在学しているものが全体
の 8 割を占めている。
　また、出身地域別留学生の割合については、アジア地域からの留学生が 93.5％、欧州・北米地域からの留学生が
合わせて 4.0% となっている。うち、短期留学生については、アジア地域からの留学生が 67.9％、欧州・北米地域
からの留学生が合わせて 28.4％となっている。2）
　一方、海外における日本語学習者数は約 300 万人にのぼっており、うち、韓国が約 96 万人、中国が約 83 万人、
インドネシアが約 7 万人、オーストラリアが約 28 万人となっている。3）海外における日本教育機関数は韓国が最
も多く 3,799 機関であり、次いでインドネシア、中国、オーストラリアとなっている。教師数は、中国が最も多く
5,63 人で世界全体の教師数の 3.3％を占めている。また、中国国内にある大手留学派遣機構によると、2009 年
の中国国内における日本語能力試験（JLPT）を受けた学習者の数は 38 万人になっており、200 年以後は試験の































業を推進しており、現在海外の 9 大学と提携している。平成 2 年度から短期研修生を迎え、平成 24 年まで短期研








　平成 24 年度本学の夏季短期語学研修で受け入れた文化体験コース研修生は、香港城市大学専上学院 4 名、カン











































































　　出身国（地域）別留学生数上位 5 位（表 4-）
　　（表 4-2）
竹　田　治　美98
　　（　　）内は平成 22 年 5 月  日現在の数
４） 日本国際教育協会 （995）「資料：短期留学の推進について -- 短期留学推進に関する調査研究協力者会議報告









６） 井之川睦美（200）「短期交換留学生日本語コースの過去 4 年間の取り組みと今後の課題」　『高崎経済大学論集』
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